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  第二章「教室づくり実践の構成における自治的活動と公共性」では、J.デューイや M.モン
テッソーリ、C.フレネ等の教育方法学研究が対象としてきた教室環境・教室空間論に注目し、こ
の分野における戦後の代表的な生活指導論を取り上げている。これまで本格的に検討されてきた
とは言い難い教室づくり論を正面から取り上げ、それを自治的活動と公共性の視点から意味づけ
た点で高く評価できる。 
  第三章「授業実践における自治的活動と公共性」は、教育方法学研究において繰り返し議論
されてきた「教科指導と生活指導の関係」を問うテーマである。本章ではこのテーマに関して、
戦後の学習集団論の代表的な理論として吉本均の理論に注目し、吉本の学習集団論が、学習の組
織的・規律的側面での自治的集団形成論に寄与した点を評価しつつ、公共性の視点からは、共同
体主義的集団論に傾斜する問題点があることを指摘している。一方、本章では、近年とりわけ注
目されてきている市民性教育(シティズンシップ教育)を切り口にして、授業実践と自治的活動の
関連を検討している。お茶の水女子大学付属小学校の授業実践に注目し、教師への聞き取り調査
と音楽科の授業の参与観察によって、公共性リテラシーの形成に寄与する授業の論理が、規範の
正当性を問う公共空間として授業を成立させる条件であることを分析し、検証している。確かな
実証的資料と「自治的活動と公共性」という明確な論点を基にして、これらのテーマ群に係る教
育実践の論理を明らかにしたことは本論文の重要な知見であり、授業実践研究に対する大きな貢
献である。 
  第四章「自治的活動における教師の公共性観の成長」及び第五章「自治的活動の指導を支え
る教員の協働的関係と公共性」は、公共性の視点から生活指導実践を担う教師の在り方を考察し
たものである。まず第四章においては、ライフヒストリー法によって 1970年代以降教職生活に
あった一教師の生活指導の実践過程を丹念に記述し、実践に影響を与えた要因(地域との関わり
や特別支援学級担任の経験等)を分析し、自治的活動の指導にとって共同論への志向が教師の力
量として極めて重要であることを明らかにしている。多元性の承認・合意形成を軸とする公共性
観の成長過程を分析し、解明している点は高く評価できる。生活指導を担う教師のライフヒスト
リー研究を発展させる先駆的業績とみなしうる。 
第五章では、「多様な態度・考え方・行動の可能性の承認」という公共性を視点に教育実践に
おける教師集団を形成する論理を解明している。ジェンダー教育と特別支援教育に注目し、それ
を担う 6名の教師に対して調査を実施し、その結果を質的研究の一つであるM-GTA法によって
分析している。分析によって生成したカテゴリーを抽出し、これらが教師集団の関係を構築する
働きかけの戦略であることを分析し、明らかにしている。面接調査の実施方法や属性との記述に
おいて信頼性の高いものとなっている。 
 補論では、社会的正義論を軸にして展開しているアメリカの多文化教育と教員養成プログラム
の論理を解明されており、本論の理論的枠組みを探る上で有効である。 
 教育の公共性論は、教育制度論・教育法学の分野では多く論じられてきたが、学校教育の生活
指導論からのアプローチは少ない。生活指導の指導論において自治的活動論研究への志向が弱く
なり、教育における自治論が正面から議論されているとは言い難い今日の学校教育の状況にあっ
て、本論文は、生活指導の自治的活動論研究に新しい展開を示した実証的研究として評価するこ
とができる。学校における教師集団の形成に関する従来の研究の多くが学校経営的観点からなさ
れてきたのに対して、本論文は教育実践を担う教師の実践に対する意識形成を視点にしたアプロ
ーチという点で特筆すべきであり、教師論研究に新しい方向を示している。なお本論文の対象が
初等教育に関するものであり、公共性論の探究にとっては中等教育を含めた広い視野からの研究
が必要である点を著者は自覚しており、今後の研究課題としている。 
 以上の所見により、本論文は、大阪市立大学博士(文学)の学位を授与するに値すると認められ
る。 
 
